予算要求資料
平成２７年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：林業振興費　　　
	事業名　受託研究等実施事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　    　林政部　岐阜県立森林文化アカデミー　総務課　電話番号：0575-35-2525
　　　　　　　E-mail：c21907@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　 ４，７４６千円（前年度予算額：４，７４６ 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	4,746
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,746

	要求額
	4,746
	0
	0
	0
	0
	0
	4,746
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
      開学時から、本学が備える試験研究設備と優秀な教員に対し、森林に係る高度な知識、技術、施設を要する問題解決の要請が多くあった。それに対し県立施設として応えるため、受益者負担の仕組みをとりいれた試験研究の制度として受託研究の仕組みが必要であった。
　　　この制度を活用して、毎年度数件、民間企業や地方自治体からの研究要請を受託し、本学の人的・設備的資源の有効活用と社会貢献が実現できている。
（２）事業内容

　　　里山、人工林、山村活性化、木造建築、ものづくりにおいて、地域が抱える問題について、地方自治体、団体、企業等からの委託（有料）により研究調査等を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　　委託者負担
（４）類似事業の有無　　　　　　　　

　　　　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	共済費
	11
	労災保険料

	賃金
	　 2,716
	アルバイト等

	報償費
	100
	現地立合・情報提供等謝礼

	旅費
	317
	打合せ、現地調査等

	需用費
	1,110
	研究用資材、報告書作成等

	役務費
	79
	資料郵送等

	使用料
	35
	高速道路通行料等

	備品購入費
	378
	調査研究機器等

	合計
	4,746
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　　事業委託者が負担
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	本学が有する試験研究設備と優秀な教員の能力の有効活用を、受益者負担の仕組みを導入した試験研究方法である受託研究事業により実現し、地方自治体、団体、企業等からの森林等分野に係る高度な知識、技術、施設を要する問題解決の要請に応える。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　企業等委託者からの要請によってはじめて取り組まれる事業であるため、本学が主体となって目標設定できる性質の事業ではないことから、指標化は困難。


（前年度の取組）

	受託実績
・木造住宅の耐震性能向上に関する研究

・建物のエネルギー性能評価に関する研究

・特定の地域における地域づくりのための基礎調査研究
・特定の地域における里山整備に関する研究



（前年度の成果）

	・研究依頼に対応することで、本学が有する人的・物的資源の有効活用と、依頼者の要請に応えることができ、当該産業や地域づくりに貢献することができた。

今後も森林文化アカデミーの研究ノウハウや各種データの蓄積を活用することにより、地域の活性化や業界の発展に貢献していく。　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　

・アカデミーの基本理念の一つである「教育・研究活動を通じ、地域の活性化を目指していく」に合致している。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・森林文化アカデミーに蓄積された情報、知識、設備を有効に活用でき、地域活性化に寄与できた。　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・受託は森林文化アカデミーでしかできない（教員知識、試験研究機器）課題に限定するとともに、地域や産業貢献あるいは学生の実践教育に役立つかどうか等について、運営会議で協議検討したうえで受託可否を判断し行っている。


（今後の課題）

	・外部資金による研究であるため、設備と教員の能力の範囲内であれば積極的に拡大をしたい事業である。特に民間企業に対しては、景気好転による研究開発意欲・投資意欲の拡大を本学が取りこぼさないように、周知を図っておく取組みが必要。



（次年度の方向性）
	・受託研究等は、地域の森林・林産業等の振興に繋がるとともに、学生の現地現物実践教育の場としても貢献できる。

このため引き続き、教員等の通常業務に支障の無い範囲で積極的に推進する。　




別紙２－１








